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Ⅰ．2021 年度の総括  

○ コロナの感染状況やビジネスへのインパクトが一定の安定を見せるまで、
現行の理事会メンバーで活動を継続する 

○ これまでの取り組みを更に進め、コロナ禍以降にある程度の成果が出せる
目処が付いた時点で、次の理事会運営へとバトンを渡す 
 

1．教育分野では「日程や場所に縛られず、誰でもいつでも何回でも繰り返し
学習可能なシステム」を計画・推進する 
2020 年度より進めてきたオンラインでの教育講座が軌道に乗り、定性調査は従来の対面

式と同様のプログラムを実施することができ、定量調査はビデオ・オン・デマンド方式で繰り

返し学習可能なコンテンツを提供することができた。また、2021 年度はリサーチのコア・ス

キルだけでなく、中堅リサーチャーを対象としてプロジェクトマネジメントや事業戦略といっ

たビジネススキルを学び、将来の経営幹部の養成を目的とする「マネージャー育成講座」も

開講された。 

 

2．情報共有基盤整備では、「幅広いリサーチ・スキルの需給情報交換の場」
を充実させるべくブラッシュアップを進める 
JMRAでは政府の「セーフティネット保証制度 5号（全国的に業況の悪化している業種に属

する中小企業者支援措置）」の業種指定を受けるべく、3 ヶ月ごとに会員社の業況調査を

実施して経済産業省に報告するとともに、業界全体の業況把握に努めた。一時の厳しい

状況からは脱しているとはいえ、依然、対面式調査をメインとしてきた事業者を中心に、警

戒感は続いている。2021 年度は業界内での人の動きも活発化した。2022 年度も、引き続

き JMRA サイトの「シェアリング情報」を充実させ、フリーランスの方々も含めた積極的な需

給情報交換の場の活性化を図っていく。 

 

3．カンファレンスを中心に、各種セミナーやワークショップ等のオンライン
化を一層進める／教育分野同様、コンテンツの充実と見せ方のスキルアッ
プを目指す 
リモートワークが主流になり、業種・業界、国境を問わず、個人（社員）のメンタルヘルス不

調の問題が浮き彫りになった 1 年であった。会員各社の取り組みが進む中で、JMRA でも

調査会社出身の産業カウンセラーによるセミナーを企画・開催した。 
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一方、世界的なインサイト産業の潮流は、日本の市場にも大きな波となって押し寄せ、既

存の調査市場の枠を超えた異業種プレイヤーとのコラボレーションを加速させることは喫緊

の課題となっている。 
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一方、世界的なインサイト産業の潮流は、日本の市場にも大きな波となって押し寄せ、既

存の調査市場の枠を超えた異業種プレイヤーとのコラボレーションを加速させることは喫緊

の課題となっている。 
  

  

Ⅱ．各委員会の活動報告  

1．コンプライアンス委員会 

 委員会の目的 
 

 

 

 

 活動概要 
 

 

 活動内容 
 

 

 

 

 

 活動成果 
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2．ISO／TC225国内委員会 兼 マーケティング・リサーチ

規格認証協議会 

 委員会の目的 
 

 

 

 活動概要 
 

 

 

 活動内容 
 

 

 

 

 

 

 活動成果 
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2．ISO／TC225国内委員会 兼 マーケティング・リサーチ

規格認証協議会 

 委員会の目的 
 

 

 

 活動概要 
 

 

 

 活動内容 
 

 

 

 

 

 

 活動成果 
 

 

 

 

  

3．公的統計基盤整備委員会 

 委員会の目的 
 

 

 

 活動概要 
 統計精度の向上に繋がる活動 

 

 

 公的統計の受け皿の拡大に資する活動 
 

 

 

 統計人材の育成に資する活動 
 

 

 『公的統計市場に関する年次レポート 2021』（報告書）の作成 

 活動内容 
 統計制度の向上に繋がる活動 

 

 

 

 

 統計制度の受け皿の拡大に資する活動 
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 統計人材の育成に資する活動 
 

 

 

 『公的統計市場に関する年次レポート 2021』（報告書）の作成 

 活動成果 
 統計制度の向上に繋がる活動 

 

 

 

 

 統計制度の受け皿の拡大に資する活動 
 

 

 

 

 統計人材の育成に資する活動 
 

 

 『公的統計市場に関する年次レポート 2021』（報告書）の作成  
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 統計人材の育成に資する活動 
 

 

 

 『公的統計市場に関する年次レポート 2021』（報告書）の作成 

 活動成果 
 統計制度の向上に繋がる活動 

 

 

 

 

 統計制度の受け皿の拡大に資する活動 
 

 

 

 

 統計人材の育成に資する活動 
 

 

 『公的統計市場に関する年次レポート 2021』（報告書）の作成  
  

  

4．リサーチ・イノベーション委員会 

 委員会の目的 
 

 

 

 活動概要 
 

 

 

 活動内容 
 

 

 

 

 

 活動成果 
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5．カンファレンス委員会 

 委員会の目的 
 

 

 活動概要 

 決まった日にちや時間的制約からの解放 

 参加者制約からの解放 

 空間制約からの解放 

 一時性からの解放 

 スポンサー集めからの解放 

 早期の場所押さえや準備からの解放 

 活動内容 

 日 程：2021年 5月 24日（月）13：00～17：00 

 方 法：オンライン（Zoom Webinar） 

 テーマ：「アフターコロナ時代におけるリサーチ業界のありかた」 

 コンテンツ： 

13：00～13：05 オープニング・メッセージ 

「インサイト産業展望～総合サービス業としてのマーケティング・リサーチ」 

JMRA会長 内田 俊一 

13：05～14：05 特別講演 

「“データ駆動型マーケティング・リサーチ”への期待 ― COVID-19シミュレーショ

ン事例とメッシュ統計の応用」 

横浜市立大学 データサイエンス研究科 教授 佐藤 彰洋氏 

14：10～15：10 委員会発表①座談会 

「JMRA イノベーション・キャスト ～新時代の調査への提言」 

リサーチ・イノベーション委員会 

15：15～16：05 委員会発表② 
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5．カンファレンス委員会 

 委員会の目的 
 

 

 活動概要 

 決まった日にちや時間的制約からの解放 

 参加者制約からの解放 

 空間制約からの解放 

 一時性からの解放 

 スポンサー集めからの解放 

 早期の場所押さえや準備からの解放 

 活動内容 

 日 程：2021年 5月 24日（月）13：00～17：00 

 方 法：オンライン（Zoom Webinar） 

 テーマ：「アフターコロナ時代におけるリサーチ業界のありかた」 

 コンテンツ： 

13：00～13：05 オープニング・メッセージ 

「インサイト産業展望～総合サービス業としてのマーケティング・リサーチ」 

JMRA会長 内田 俊一 

13：05～14：05 特別講演 

「“データ駆動型マーケティング・リサーチ”への期待 ― COVID-19シミュレーショ

ン事例とメッシュ統計の応用」 

横浜市立大学 データサイエンス研究科 教授 佐藤 彰洋氏 

14：10～15：10 委員会発表①座談会 

「JMRA イノベーション・キャスト ～新時代の調査への提言」 

リサーチ・イノベーション委員会 

15：15～16：05 委員会発表② 

「オンライン時代の定性調査の在り方」 

インターネット調査品質委員会＋定性カリキュラム小委員会 合同 

 活動成果 
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6．インターネット調査品質委員会 

 委員会の目的 
 

 

 活動概要 
 

 

 活動内容 
 

 

 活動成果 
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6．インターネット調査品質委員会 

 委員会の目的 
 

 

 活動概要 
 

 

 活動内容 
 

 

 活動成果 
 

 

  

7．広報・宣伝委員会 ウェブ・メルマガ分科会 

 委員会の目的 
 

 

 

 活動概要 
 

 

 活動内容 
 

 

 

 

 

 活動成果 
 

 

 

 

 

  



-　14　-

8．広報・宣伝委員会 トピックスセミナー分科会 

 委員会の目的 
 

 

 

 活動概要 
 

 

 

 活動内容 
 

 

 

 活動成果 
 

 

 

  



-　15　-

8．広報・宣伝委員会 トピックスセミナー分科会 

 委員会の目的 
 

 

 

 活動概要 
 

 

 

 活動内容 
 

 

 

 活動成果 
 

 

 

  

9．情報共有基盤整備委員会 

 委員会の目的 
 

 

 活動概要 
構築フェーズが終了し、サイトの浸透・利用のための広報フェーズに入った。 

 活動内容 
 

 

 活動成果 
 

 2021年度の利用状況： 

会場情報：3社、リサーチ業務情報：5社、リサーチ/モデレータ情報：6名 

 

 2021年度の利用状況：6社 

  



-　16　-

10．HRマネジメント委員会 教育分科会 

 委員会の目的 
 

 

 

 

 活動概要 
 

 

 

 活動内容 
 

 

 

 活動成果 
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10．HRマネジメント委員会 教育分科会 

 委員会の目的 
 

 

 

 

 活動概要 
 

 

 

 活動内容 
 

 

 

 活動成果 
 

 

  

11．HRマネジメント委員会 定性カリキュラム小委員会 

 委員会の目的 
 

 

 

 活動概要 
 

 

 

 

 活動内容 
 

 

 

 活動成果 
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12．HRマネジメント委員会 マネージャー育成分科会 

 委員会の目的 
 

 

 

 活動概要 
 

 

 活動内容 
 

 

 

 活動成果 
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12．HRマネジメント委員会 マネージャー育成分科会 

 委員会の目的 
 

 

 

 活動概要 
 

 

 活動内容 
 

 

 

 活動成果 
 

 

 

  

13．西日本コラボレーション研究会 

 委員会の目的 
 

 

 

 活動概要 
 

 

 

 

 活動内容・成果 
 

「アライアンスシート」を作成し、各社に展開。定例会にて使い方を説明（11月） 

 

MCEI大阪支部の定例会にて、会員各社によるプレゼンを実施（3月 10日） 

 

3月 17日に実施。若手リサーチャー18名、ベテランリサーチャー5名が参加 

 

12月 15日に実施。オンラインにて 10名が参加 
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14．CLT対策協議会 

 委員会の目的 
 

 

 

 

 活動概要 
 

 

 

 活動内容 
 

 

 

 活動成果 
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14．CLT対策協議会 

 委員会の目的 
 

 

 

 

 活動概要 
 

 

 

 活動内容 
 

 

 

 活動成果 
 

 

 

 

  

15．プライバシーマーク審査会 

 活動内容 
審査業務の実施（審査会実施回数：12回） 

今期のプライバシーマークの新規取得、更新申請を行なった正会員社については、滞りな

く書類審査および現地審査を行い、プライバシーマーク審査会に報告し、下記の通り、可

否の手続きを行なった。 

① 更新：50社 

② 新規取得：2社 

③ 合併取得：0社     合計：52社 

2021年度のプライバシーマーク取得社は、取得社の退会により、97社となった。 
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Ⅲ．事務局の活動報告  

1．JMRAの会務 

 

 

 

2．他団体との活動 

 国内他団体との活動 
他関連団体との情報交流を次のように行なった。 

 

 

 

 海外他団体との活動 
APRC（Asia Pacific Research Committee）加盟国、GRBN（Global Research Business 

Network）、ESOMAR、ISO／TC225 事務局との情報交流を行なった（2021 年度は新型コ

ロナウイルス感染症の影響により、国際会議やイベントはすべてオンラインでの実施となっ

た）。 
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Ⅲ．事務局の活動報告  

1．JMRAの会務 

 

 

 

2．他団体との活動 

 国内他団体との活動 
他関連団体との情報交流を次のように行なった。 

 

 

 

 海外他団体との活動 
APRC（Asia Pacific Research Committee）加盟国、GRBN（Global Research Business 

Network）、ESOMAR、ISO／TC225 事務局との情報交流を行なった（2021 年度は新型コ

ロナウイルス感染症の影響により、国際会議やイベントはすべてオンラインでの実施となっ

た）。 

 

 

 

 

 

  

3．事務局活動 

 個人情報保護マネジメントシステム（以下 PMS）の運用継続 
プライバシーマーク指定審査機関として、プライバシーマークと同等のマネジメントシステム

の運用を継続している。 

 マーケティング・リサーチに関する内外関係機関等との交流および協力 
 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、開催せず 

 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、開催せず 

 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、全国の中小企業・小規模事業者の資金繰

りが逼迫していることを踏まえ、経済産業省より「セーフティネット保証 5 号に係る緊急調

査」の依頼を受け、業界の状況について調査した。 

節目ごとに連続調査を実施し、経済産業省を通じて追加支援策等の施策に反映してい

ただくよう、働きかけた。 

 緊急調査（その 5） 調査期間 ： 2021年 7月 26日～8月 18日 

 緊急調査（その 6） 調査期間 ： 2021年 10月 20日~10月 26日 

 緊急調査（その 7） 調査期間 ： 2022年 2月 1日～2月 10日 

 第 46回 経営業務実態調査の実施 
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 発行物の作成 
 

8社 275枚 発行 

 

25社 224枚 発行 

 

7社 3,800枚 発行 

 

28冊 配布 

 マーケティング・リサーチに関する苦情の処理 
2021年度（2021年 4月 1日から 2022年 3月 31日の間）、マーケティング・リサーチに関

する問い合わせ件数は 1 件（問い合わせ内容・・・会員社の調査に協力したいが、意図的

にモニターの対象外にされているので、改善してほしい）であった。 

 会員の動向 
 

入会 3社 

退会 0社 

これにより 2022年 3月 31日現在、正会員社総数 111社 

 

入会 0社 

退会 5社 

これにより 2022年 3月 31日現在、賛助法人会員社総数 64社 

 

入会 5名 

退会 4名 

これにより 2022年 3月 31日現在、賛助個人会員者総数 95名 

 専門調査会社（正会員社）の紹介について 
一般企業からの問合せに対し、紹介 6件 
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 発行物の作成 
 

8社 275枚 発行 

 

25社 224枚 発行 

 

7社 3,800枚 発行 

 

28冊 配布 

 マーケティング・リサーチに関する苦情の処理 
2021年度（2021年 4月 1日から 2022年 3月 31日の間）、マーケティング・リサーチに関

する問い合わせ件数は 1 件（問い合わせ内容・・・会員社の調査に協力したいが、意図的

にモニターの対象外にされているので、改善してほしい）であった。 

 会員の動向 
 

入会 3社 

退会 0社 

これにより 2022年 3月 31日現在、正会員社総数 111社 

 

入会 0社 

退会 5社 

これにより 2022年 3月 31日現在、賛助法人会員社総数 64社 

 

入会 5名 

退会 4名 

これにより 2022年 3月 31日現在、賛助個人会員者総数 95名 

 専門調査会社（正会員社）の紹介について 
一般企業からの問合せに対し、紹介 6件 

 

 関連官庁からのメール連絡について 
正会員社宛に送信 128件 

≪内訳≫ 

 

 

 

 

 






